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はじめに
　直接原価計算は，一方では，利益計画とか価格政策などのいわば経営計画
に役立つ計算体系として，他方では，原価管理などの経営統制に役立つ計算
体系として，すなわち，いわゆる管理会計上の原価計算（制度計算外の計算
システム）として採用される場合が多い。が，他方，直接原価計算は，管理
不能な固定（問接）費を製造原価から除外することにより，原価管理の徹底
をはかったり，あるいは原価標準の設定や原価計算の手続を能率化するなど，
つまり原価計算業務の効率化にもおおいに役立っている。
　そこで，財務計算としての従来の原価計算（全部原価計算）と，管理計算
としての直接原価計算（部分原価計算）という二本立ての原価計算システム
をとることなく，管理計算としての原価計算を財務計算にも役立てるという
こと，すなわち，二本立ての原価計算を行なうことは経営上非常に不能率で
あるので，両者を一本化できないかという考えである（注1）。
　ところが，ここで問題になるのは，問接原価の取扱や，直接原価差額の調
整をどうするかという点である。
　この研究ノートでは，直接原価計算と原価差額の概要について述べた上，
直接原価計算を制度として採用した場合に間題となる間接原価と原価差額の
調整について，具体的かつ実証的に検討することとする。
1．直接原価計算について
1．直接原価計算の性格
　企業経営において，ある製品を製造・販売することによりいくらの利益を
獲得できるか，どのような製品を製造・販売するのが最も有利か，製品の構
成はどうあるべきか（すなわちproduct　mixの問題）といったことは，利益
計画上の重要課題である。この利益計画に関連して間題にされる原価計算方
式に，いわゆる直接原価計算（ダイレクト・コスティングdirect　costing）が
ある。
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　一般に，原価計算といえば，全部原価計算（total　costin呂fuli　costing）とし
ての製造原価計算をいうのであるが，直接原価計算においては，全部原価計
算でいう製造原価を，生産量の変動と共に変動する費用，すなわち変動費と，
生産量の変動とは無関係に発生する費用，すなわち固定費とに区分し，この
固定費を製品原価（プロダクト・コストproduct　cost〉としないで，期間原価
（ピリオド・コストperiod　cost）として，製造原価計算の枠外に除去しようと
する。これを簡単にいえば，直接原価計算とは，変動費を製品原価とし，固
定費を期間原価として処理する原価計算方式である。
　ここで，直接費とか間接費というのは製品とめ関連における分類であり，
固定費とか変動費というのは操業度との関連における分類である。直接費の
うちには固定費的なものもあり，また，間接費のうちには変動費的なものも
あるので，理論的には直接原価計算というよりは，変動原価計算といった方
が適切である（注2〉が，一般的には直接原価計算という用語が使用されて
おり，原価計算基準もこの用語を使用している。
　直接原価計算は，一部の製造原価のみが製品に課せられるので，一般にい
う原価計算が全部原価計算であるのに対して，部分原価計算としての性格を
もっている。すなわち，直接原価計算が一般の原価計算と異なる主な点は，
製品に課すべき原価の範囲が異なる点である。
　なお，直接原価計算は，売上高から変動費を控除したいわゆる限界利益（
marginahncome）に着目した原価計算であるという意味から，限界原価計算
ともいう。
　ところで，直接原価計算は，従来のいわゆる伝統的原価計算（全部原価計
算）に対して，利益計画，価格政策，原価管理の点において有効な基礎資料
を提供するだけでなく，原価管理の一層の合理化，原価計算手続の能率化ひ
いては決算事務の迅速化といった点からも，かなり効果的である。
2．直接原価計算と標準原価計算
さて，直接原価計算と標準原価計算の関係について簡単に述べることとし
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たい。
　もともと，原価計算は，その生成過程においては，期間計算としてではな
く，対象計算として，経営内部的に把握されていたのであり，その価値循環
過程の計算的把握段階の当初においては，現金支出により直接費消される材
料費，労務費，経費の集計としての製造原価の計を対象とするものであった。
　ところが，生産様式の発展に伴ない，製造間接費の多額化と多様化が生じ，
そのことは，必然的に製造間接費の合理的配賦計算を要請し，予定配賦法に
よる予定原価計算を経て，標準配賦法による標準原価計算を樹立するに至っ
たのである。
　ここにおいて，標準原価計算は，近代的な原価計算方法と認められるに至
ったが，利益計画，価格政策との損益計算的結びつき上の限界，合理的配賦
基準設定の困難性，計算技術の高度複雑化などが問題となり，原価を，売上
高，操業度などとの関係から，もっと，ダイナミックに，スピーディに把握
する計算方法，いわゆる，原価一売上高　　利益の関係に基づく原価計算
方法として，直接原価計算方法が脚光をあびてきたのである。
　いうまでもなく，標準原価計算に対立する概念は実際原価計算であり，直
接原価計算に対立する概念は全部原価計算であることに変わりはなく，これ
らは，原価計算方法として，基本的につぎのような関係に立つ。
図1
実際原価計算 A? 全部原価計算
標準原価計算　　　　　　　　直接原価計算　　　　　　　　D
　　　A：実際全部原価計算
　　　B：実際直接原価計算
　　　C：標準全部原価計算
　　　D：標準直接原価計算
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　四つの原価計算の組み合わせは，上記（A，B，C，D）のとおりであるが，
標準原価計算を基盤とした直接原価計算が，全部原価計算のもつ諸問題を解
決する原価計算方法として誕生してきたものであると解されることにかんが
み，厳密な意味での直接原価計算は，標準直接原価計算（Dライン）という
ことになろう。
3．製造間接費のコントロール
　製造間接費管理の問題は，原価計算における重要課題の一つである。たと
えば，全部原価計算において，標準原価計算を採用しても，あるいは，その
他の方法を採用しても，この間題は解決されない。
　これを解決するためには，直接原価計算方法の採用が効果的であり，製造
間接費を変動費と固定費とに区分し，それぞれ別個の原則によってコントロ
ールするのである。すなわち，変動費については標準原価により，固定費に
ついては変動予算によりコントロールする。
　直接原価計算と標準原価計算とが結合する場合には，製造間接費は，部門
別把握においてすでに変動費と固定費とに区分され，変動費は，部門別に定
められた変動予算と実績との比較により，また固定費は，部門別の固定費予
算と実績との比較によってコントロールが行なわれるのである。
　なお，最初にも述べたように，直接原価計算においては，管理不能な固定
問接費を製造原価から除外することにより，原価管理を一層徹底したり，あ
るいは，原価標準の設定や原価計算手続の能率化などにもおおいに役立って
いる点に注目すべきである。
4．原価計算基準における直接原価計算
　原価計算基準は．直接原価計算についてどのように規定しているであろう
か。同基準はつぎのように述べている。
　「総合原価計算において，必要ある場合には，一期間における製造費用の
うち，変動直接費および変動問接費のみを部門に集計して部門費を計算し，
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これに期首仕掛品を加えて完成品と期末仕掛品とにあん分して製品の直接原
価を計算し，固定費を製品に集計しないことができる。この場合，会計年度
末においては，当該会計期間に発生した固定費額は，これを期末の仕掛品お
よび製品と当年度の売上品とに配賦する。」（第四節三〇）
　つまり，原価計算基準は，直接原価計算方法を利用することは，管理会計
的には企業の自由であるが，財務会計的には総合原価計算における月次計算
の場合にのみ差支えなしとしているわけである。したがって，年次計算とし
ての原価計算は，年度決算としての財務会計に合致させるため，一定の調整
を必要とするのであるが，個別原価計算においてはこのような月次計算でも
認められないのである。
　さて，直接原価計算を採用した場合に，損益計算書の形式が問題になるが，
月次損益計算書の形式を例示するとつぎのとおりである。（営業利益以下の段
階は，一般の損益計算書と同形式であるので，営業利益までの段階を示す。）
　　　　　　　　直接原価計算による損益計算書
　　○○○○会社　　　　自××年×月×日　　至××年×月×日
　　　　1．売上高　　　　　　　　×××
　　　　1．変動売上原価　　　　　　　　　　　　　×××
　　　　　　製造限界利益　　　　　　　　　　　　×××
　　　　皿．変動販売費　　　　　　　　　　　　　×××
　　　　　　販売限界利益　　　　　　　　　　　　×××
　　　　IV．固定費
　　　　　1．製造固定費　　　　　　　　×××
　　　　　2．販売固定費　　　　　　　　×××
　　　　　3．一般管理費　　　　　　　　×××　　×××
　　　　　　営業利益　　　　　　　　　　　　　　×××
（備考〉変動原価計算とでもいうべきを直接原価計算という関係から，上表
　　　において，
　　　　変動売上原価を，売上直接原価
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変動販売費を，販売直接原価または販売直接費
製造固定費を，製造間接原価
販売固定費を，販売間接原価または販売問接費
として表示する場合もある。
皿．原価差額について
1．原価差額の性格
　原価差異または原価差額とは，簡単にいえば，原価計算上において発生す
る予定額と実際額との差額である。用語としては，主として，原価管理上は
「原価差異」，税法上は「原価差額」が使用されている。一般的には，「差異」
という概念は，　「差額」という概念より広いが，後程説明するように，税法
でいう「原価差額」の概念は，原価管理などでいう「原価差異」の概念より
広い内容をもっている点に注意すべきである。
　そこで，原価差異ないしは原価差額について，企業会計原則や税法はどう
いう考え方をしているか，つぎに述べてみることとする。
2．企業会計原則の場合
企業会計原則は，「企業会計原則注解」（最終改正昭和57年4，月20日）にお
いて，つぎのように述べている。
　「（注9〉原価差額の調整について
　原価差額を売上原価に賦課した場合には，損益計算書に売上原価の内訳
科目として次の形式で原価差額を記載する。
　　　売上原価
　　　　1．期首製品たな卸高　　　　　　×××
　　　　2．当期製品製造原価　　　　　　×××
　　　　　　合　　　計　　　　　　×××
　　　　3．期末製品たな卸高　　　　　　×××
　　　　　標準（予定）売上原価　　　　×××
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　　　　　4．原価差額　　　　　　　　　　×××　　×××
　原価差額をたな卸資産の科目別に配賦した場合には，これを貸借対照表
　上のたな卸資産の科目別に各資産の価額に含めて記載する。」
3．財務諸表規則の場合
　「財務諸表規則」（昭和38年11，月27日　最終改正昭和62年3月27日〉では，
第5節雑則の第96条において，つぎのように述べている。
　「当該会社の採用する原価計算方法に基づいて計上される原価差額は，一
　般に公正妥当と認められる原価計算の基準に従って処理された結果に基づ
　いて，売上原価又はたな卸資産の期末たな卸高に含めて記載しなければな
　らない。ただし，原価性を有しないと認められるものについては，営業外
　収益若しくは営業外費用として，又は特別利益若しくは特別損失として記
　載するものとする。」
　なお，ここに述べられている原価計算の基準について，　「財務諸表規則取
扱要領」（昭和38年12，月28日　最終改正昭和62年2，月20日〉は，第161条にお
いて，つぎのように述べている。
　「規則第96条にいう一般に公正妥当と認められる原価計算の基準とは，原
　則として昭和37年11月8日大蔵省企業会計審議会中間報告「原価計算基準」
　をいうものとする。」
以上2．3．は，主として原価差額の表示方法について述べたものであるが，
いずれにしても問題となるのは，　「原価計算基準」における原価差額の考え
方である。そこで，つぎに「原価計算基準」における考え方をみてみること
にしよう。
4．原価計算基準の場合
　「原価計算基準」は，原価差異について，「原価差異の算定および分析」（
第4章〉と「原価差異の会計処理」（第5章）の二章を設けている。
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　まず，44　原価差異の算定および分析において，つぎのように述べている。
　「原価差異とは，実際原価計算制度において，原価の一部を予定価格等を
　もって計算した場合における原価と実際発生額との間に生ずる差額，なら
　びに標準原価計算制度において，標準原価と実際発生額との間に生ずる差
　額（これを「標準差異」となづけることがある。〉をいう。
　　原価差異が生ずる場合には，その大きさを算定記録し，これを分析する。
　その目的は原価差異を財務会計上適正に処理して製品原価および損益を確
　定するとともに，その分析結果を各階層の経営管理者に提供することによ
　って，原価の管理に資することにある。」
　この規定からして，　「原価計算基準」にいう原価差異には若干の特徴が考
えられるが，とくに税法の原価差額に関する規定と比較して注目すべきは，
原価差異を，実際原価計算制度の場合と標準原価計算制度の場合の二つに区
分している点である。それは，税法は，課税の立場から包括的に原価差額を
考えているのに対し，　「原価計算基準」は，原価計算および原価管理の立場
から分析的に原価差異を考えているからと解する。
　さて，　「原価計算基準」は，具体的にはつぎのような原価差異をあげてい
るQ
（1）実際原価計算制度における原価差異
　①材料副費配賦差異
　　材料副費の一部または全部を予定配賦率をもって材料の購入原価に算
　　入することによって生ずる原価差異をいい，一期間におけるその材料副
　　費の配賦額と実際額の差額として算定する。
　②材料受入価格差異
　　材料の受入価格を予定価格等をもって計算することによって生ずる原
　　価差異をいい，一期問におけるその材料の受入金額と実際受入金額との
　　差額として算定する。
　③材料消費価格差異
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　　材料の消費価格を予定価格等をもって計算することによって生ずる原
　価差異をいい，一期間におけるその材料費額と実際発生額との差額とし
　　て算定する。
④賃率差異
　　労務費を予定賃率をもって計算することによって生ずる原価差異をい
　　い，一期間におけるその労務費額と実際発生額との差額として算定する。
⑤製造間接費配賦差異
　　製造間接費を予定配賦率をもって製品に配賦することによって生ずる
　　原価差異をいい，一期問におけるその製造間接費の配賦額と実際額との
　　差額として算定する。
　⑥　加工費配賦差異
　　部門加工費を予定配賦率をもって製品に配賦することによって生ずる
　　原価差異をいい，一期問におけるその加工費の配賦額と実際額との差額
　　として算定する。
⑦補助部門費配賦差異
　　補助部門費を予定配賦率をもって製造部門に配賦することによって生
　　ずる原価差異をいい，一期間におけるその補助部門費の配賦額と実際額
　　との差額として算定する。
　⑧振替差異
　　工程間に振り替えられる工程製品の価額を予定原価または正常原価を
　　もって計算することによって生ずる原価差異をいい，一期間におけるそ
　　の工程製品の振替価額と実際額との差額として算定する。
（2）標準原価計算制度における原価差異
　①　材料受入価格差異
　　材料の受入価格を標準価格をもって計算することによって生ずる原価
　　差異をいい，標準受入価格と実際受入価格との差異に，実際受入数量を
　　乗じて算定する。
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②直接材料費差異
　標準原価による直接材料費と直接材料費の実際発生額との差額をいい，
　これを材料種類別に価格差異と数量差異とに分析する。
　A．価格差異
　　材料の標準消費価格と実際消費価格との差異に基づく直接材料費差
　異をいい，直接材料の標準消費価格と実際消費価格との差異に，実際
　消費数量を乗じて算定する。
　B．数量差異
　　材料の標準消費数量と実際消費数量との差異に基づく直接材料費差
　異をいい，直接材料の標準消費数量と実際消費数量との差異に，標準
　消費価格を乗じて算定する。
③直接労務費差異
　標準原価による直接労務費と直接労務費の実際発生額との差額をいい，
　これを部門別または作業種類別に賃率差異と作業時間差異とに分析する。
　A．賃率差異
　　標準賃率と実際賃率との差異に基づく直接労務費差異をいい，標準
　賃率と実際賃率との差異に，実際作業時間を乗じて算定する。
　B．作業時間差異
　　標準作業時間と実際作業時間との差額に基づく直接労務費差異をい
　い，標準作業時問と実際作業時間との差異に，標準賃率を乗じて算定
　するQ
④製造間接費差異
　製造間接費の標準額と実際発生額との差額をいい，原則として一定期
　間における部門間接費差異として算定し，これを能率差異，操業度差異
　等に適当に分析する。
5．税法の場合
税法上の原価差額は，企業会計上の原価差額より内容が広く趣きを異にす
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る。たとえば原価計算基準では，内部振替差額などは原価差額には含めな
いのに対し，税法ではそれを含んでいるのである。
　税法でいうところの原価差額とは，法人の原価計算によって計算された製
造原価と実際原価との差額（原価差損または原価差益〉で，原価差額の調整
に関する取扱いの対象となる場合の原価差額とは原価差損である。それは製
造等した棚卸資産について法人が算定した取得価額が，法令第32条第1項に
規定する取得価額に満たない場合のその差額で，いわゆる原価差額勘定の借
方差額である（基通5－3－1）。
　なお，原価差額には，材料費差額，労務費差額，経費差額等のほか，前述
の内部振替差額も含まれる（基通5－3－2）。　内部振替差額とは，法人内部
の事業所間における棚卸資産の移動に際して付される振替価額のうちに含ま
れる損益である。
6．原価差額の会計処理
　発生した原価差異または原価差額をどう処理するかは，会計上，とくに財
務会計上重要な課題である。これについて，原価計算基準と税法の考え方を
述べてみよう。
（1）原価計算基準の考え方
〔1〕実際原価計算制度における原価差異の処理は，つぎの方法による。
　　1）原価差異は，材料受入価格差異を除き，原則として当年度の売上原
　　価に賦課する。
　　2）材料受入価格差異は，当年度の材料の払出高と期末在高に配賦する。
　　　この場合，材料の期末在高については，材料の適当な種類群別に配賦
　　する。
　　3）予定価格等が不適当なため，比較的多額の原価差異が生ずる場合，
　　直接材料費，直接労務費，直接経費および製造間接費に関する原価差
　　異の処理は，つぎの方法による。
　　①個別原価計算の場合
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　　　　　つぎの方法のいずれかによる。
　　　　イ．当年度の売上原価と期末におけるたな卸資産に指図書別に配賦
　　　　　　する。
　　　　ロ．当年度の売上原価と期末におけるたな卸資産に科目別に配賦す
　　　　　　る。
　　　②総合原価計算の場合
　　　　　当年度の売上原価と期末におけるたな卸資産に科目別に配賦する。
〔2〕標準原価計算制度における原価差異の処理は，つぎの方法による。
　　1）数量差異，作業時間差異，能率差異等であって異常な状態に基づく
　　　と認められるものは，これを非原価項目として処理する。
　　2）前記1の場合を除き，原価差異はすべて実際原価計算制度における
　　　処理の方法に準じて処理する。
（2）税法の考え方
　　原価差額は，原価差損であろうと原価差益であろうと，税法上はこれを
　調整し，原価計算上の取得原価を実際原価に修正するのが建前である。そ
　こで税法は，原価差額調整の要否について，つぎのように取決めている。
　①原価差損のある場合
　　　　原則一調整を要する場合　　（基通5－3－1）
　　　　特例一調整を要しない場合（基通5－3－3）
　②原価差益のある場合
　　　　確定した決算において調整をする場合と申告書で調整できる場合が
　　　ある。　（基通5－3－9）
　そのほかに留意すべき通達（基通5－3－2の2，5－3－4）があるが，各
通達の説明は省略する。
＜原価差額の調整方法＞
　税法上の原価差額の調整とは，原価差損である原価差額を，期末棚卸資産
と当期売上原価とに配賦計算することであり，総製造費用のおおむね1％相
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当額を超える場合に調整が必要となる。
　調整方法には，段階法と一括法がある。
（イ）段階法
　原価差額には，原材料費，労務費，経費に係るもの，製造工程間の振替等
に係るものなどがあるが，段階法は，まず原材料費等に生じた原価差額を調
整したうえで製造勘定（仕掛品）に係る部分を製造勘定に，つぎに修正後の
製造勘定に生じた原価差額を調整したうえで製品に係る部分を製品に，さら
に修正後の製品に生じた原価差額を調整したうえで売上原価に係る部分を売
上原価にというように，それぞれの勘定に生じた原価差額を勘定の流れにそ
って逐次調整していく方法である。この方法は，合理的ではあるが手数がか
かる。
（ロ）一括法
　この方法は，各事業年度において生じた原価差額を，仕掛品，半製品，製
品の順に調整する手続を経ないで，その原価差額を一括して，つぎに掲げる
算式により計算した金額を期末棚卸資産に配賦する方法である（基通5－3－
5）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原価差額の
　　　　　　　期末の製品，半製品，仕掛品の合計額　　　うち期末棚　原価差額×　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　売上原価＋期末の製品，半製品，仕掛品の合計額　卸資産に配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賦すべき額
　この算式には6つの（注〉があるが，つぎの（注）3は，本テーマと関係があ
り興味深い。
「直接原価計算（原価要素を固定費と変動費とに区分し，固定費は全額費用
すなわち当該事業年度の費用とし，変動費だけを製造原価とする。したがっ
て，固定費については税務計算で原価差額が多額に発生することになる。〉を
採用している場合には，原則として一括法の適用はない。ただし，合理性が
あると認めて所轄税務署長（又は国税局長）が承認した場合には，この限り
ではない」（基通7－3－17）。
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皿、原価差額の調整について
直接原価計算を管理計算としてだけではなく，会計制度として企業へ導入
した場合，原価差額を具体的にどう調整するかということが問題になる。
そこで，具体例を掲げ参考に供することとする。
1．直接原価と間接原価と原価差額
　すでに「直接原価計算と標準原価計算」のところで，直接原価計算，全部
原価計算，標準原価計算，実際原価計算の四者の関係を明らかにしたが（図
1），　これに原価差額を織り込んで，それらの原価関係を概括的に図示する
とっぎのとおりである（図2〉。
　これにより，直接原価と問接原価と原価差額のおおまかな関係が把握でき
ると考える。
図2 標準直接原価 直接原価差額
（変動費） （変動費）
〔1〕 〔m
予定間接原価 間接原価差額
（固定費） （固定費）
〔皿〕 〔w〕
　　　　　　　　実際直接原価二〔1＋ll〕
　　　　　　　　実際問接原価＝〔皿＋IV〕
　　　　　　　　原価差額二〔1＋IV〕
　　　　　　　　標準全部原価二〔1＋皿〕
　　　　　　　　実際全部原価＝〔1＋H＋皿＋W〕
（注）標準原価計算といっても，一部実際であったり，実際原価計算といっ
　　ても，一部標準（または予定）であったりで，上図のように明確に区分
　　することが困難な場合が考えられるが，思考を容易にするため，単純化
　　したものである。
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　つぎに，直接原価計算の下における問接原価（固定費〉および原価差額の
把握の仕方が問題となるが，それは，実際直接製品原価や実際直接製品売上
原価が容易に算出できるように，また，財務的（含・税務的）にも支障のな
いように，直接（変動）と間接（固定），要素別，部門別，工場別，資産科目
（仕掛品，製品）別，前期繰越関係と当期発生関係などにハッキリ区分して
（無論，明確に区分できるものについて），諸事項を把握することが必要であ
る。というのは，ここに管理会計と財務会計を結ぶ重要な接点があると考え
るからである。
2．直接原価計算下における間接原価・原価差額の調整
　原価差額の調整は，実務的には，税法上の規定に準拠して，原材料，仕掛
品，製品，製品売上原価の順に行なうわけであるが，直接原価計算（変動原
価計算）においては，すでに述べたように，間接原価（固定費）を期間原価
として処理するので，どのような手続を経て，標準（または予定）直接原価
から実際全部原価を算出するかということが問題となる。
　そこで，これについて考えられる二，三の方法を以下に掲げ参考に供する
こととする。
　なお，ここでは，間接原価（固定費）をも，一般にいう原価差額の範暁に
入れて調整問題を考えることとする。（以下，各方法とも表1を参照しなが
ら検討することができるが，ここでは，その検証は省略する）。
　方法1
①第一に，直接原価差額を調整することにより，標準直接原価を実際直
　接原価に修正計算する。
　　（注）　ここにいう原価とは，仕掛品原価，製品原価，製品売上原価など
　　　の総称で，たとえば，標準直接原価は，標準直接仕掛品原価，標準
　　　直接製品原価，標準直接製品売上原価などのように適宜読みかえる
　　　ものとする。（以下同様）。
　②第二に，間接原価（間接原価差額を含む。）を調整して，フルコストの
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　　実際原価，すなわち実際全部原価を算出する。　（後程，具体的計算例を
　　示す）。
　方法2
①第一に，問接原価の調整計算を行なうことにより，標準直接原価を標
　　準（または予定）全部原価に修正計算する。これは更に二つの方法に分
　　けられる。
　　イ．間接原価の内容が，　「予定間接原価」と「問接原価差額」の両方を
　　　　含む場合（この方が，つぎのロ．の場合より精度が高い）。
　　ロ．間接原価の内容が，　「予定間接原価」の場合
　　（注）　ここにいう「予定問接原価」とは，期初に予定される間接原価（
　　　　固定費）のことで，期中は，「販売費および一般管理費」と同じく，
　　　　期間原価処理し，期末には，財務会計上の調整計算を行なう。
②前記，イ．ロ．に対応し，二つの場合に分けられる。
　　イ．直接原価差額を調整して，標準（または予定）全部原価を実際全部
　　　　原価に修正計算する。
　　ロ．直接原価差額および間接原価差額の合計額を調整して，標準（また
　　　　は予定〉全部原価を実際全部原価に修正計算する。
　方法3
　　直接原価差額および間接原価（問接原価差額を含む）を一括して調整計
　算を行なう場合。
　　この方法は，計算は簡単であるものの，実際全部原価は算出されるが，
　直接原価計算のポイントである直接原価（実際）が算出されないという欠
　点があり，従って，財務会計的には問題はないとしても，管理会計的には
　おおいに問題である。　（適正な限界利益が算出されないことになり，直接
　原価計算制度を採用している意味が減殺される。）
　以上三つの方法をあげたが，総合的に見て方法1が最も適切である。けだ
し，直接原価計算は真実の直接原価の把握が第一義であり，標準（または予
定）全部原価，実際全部原価の把握は第二義的であるからである。
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　ここで，各場合について，具体的な数字をあげ比較検討することが考えら
れるが，計算の趣旨から方法1についてのみ具体例をあげることとする。
3．原価差額調整の計算例
く問題＞
　表1の「製造原価構成表」の各項目と金額および脚注から，方法1により，
期末仕掛品棚卸高，期末製品棚卸高，当期製品売上原価のそれぞれについて，
実際直接原価と実際全部原価を算出しなさい。
（注）　「製造原価構成表」というのは，表1のために附した仮称である。
　　この表で，直接原価差額中の「その他の差額」とは，仕掛品勘定にお
　　いて生じた複合原価差額・内部振替損益など，同じく当期発生の「製品
　差額」とは，仕掛品から製品勘定へ振替える場合において生じた複合原
　価差額・内部振替損益など，そして，問接原価差額中の「その他の差額」
　　とは，間接原価に係る複合原価差額などである。
　解答は，表2「直接原価差額および間接原価の調整表」に明らかであり，
その計算過程は，表3「原価差額の調整計算表」に示すとおりである。
＜解答〉
　　摘　　　　要　　　　実際直接原価　　　実際全部原価
　期末仕掛品棚卸高　　　　155百万円　　　　205百万円
　期末製品棚卸高　　　319　〃　　　　419　〃
　当期製品売上原価　　　2，871　〃　　　　3，771　〃
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おわりに
　いまからおよそ30年前，すなわち，久保田音二郎教授の「直接原価計算論」
（昭和30年，千倉書房）や関西産業経理協会編の「直接原価計算」（昭和31年，
同文館）が出版され，直接原価計算が学会や一部の実業界で注目をあびてい
た頃，わたくしもその原価計算方法に非常に関心をもっていた。そして，関
西産業経理協会（青木倫太郎教授と溝ロー雄教授を中心として運営されてい
た）の定例研究会で発表の機会を得るとともに，実際的にも，溝口教授など
のアドバイスを得て，ある企業でこの計算システムの実証を行なった。
　わたくしは，直接原価計算を制度計算外の管理計算としてだけではなく，
制度計算をも含めた企業の原価計算体系として把握しようとした。
　いうまでもなく，直接原価計算には種々のメリットとデメリットがある。
それは，会田義雄教授の論稿「直接原価計算の再検討一棚卸資産評価の見
地から」　（昭和33年，三田商学研究第1巻第3号〉に整然とまとめられてい
る。
　本来，財務計算と管理計算という二本建ての計算を一本建てで行なうには，
種々の難点があることは充分承知していたが，その実施企業は，当時，製造
原価に占める材料費の構成比が高かった（約70％〉ため，比較的問題は少な
いと考え実施にふみ切った。主な問題点は，いうまでもなく税務問題である。
　当時，国税調査官には，直接原価計算という用語さえ耳新しく，税務調査
を開始する前に，約1年間の研究（直接原価計算を制度として採用すること
の問題）が必要であった。その後，税務調査にはそれなりの時間を要したが，
最終的には当局の諒解を得，今日に至っている。つまり，直接原価計算とい
う管理計算を，一定の調整手続きを行なうことにより，財務計算にも利用し
ているわけである。
　前述したように，直接原価計算には，理論的にも実際的にも種々問題があ
るが，今後の課題として特に関心をもっているのは，最近における直接原価
計算の実態，理論と実際はどのような状況になっているか，直接原価計算と
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原価管理のあり方などである。それらを中心に研究を進めたい。
　最後に，永年にわたってご指導いただいている神戸大学名誉教授溝ロー雄
先生，身近かなところで大変親切にアドバイスいただいている本学教授会田
義雄先生（慶応義塾大学名誉教授）に厚く御礼申し上げる。
（注1〉従来の論説および原価計算基準では，制度会計すなわち棚卸資産評
　　　価基準との関連では全部原価計算とし，管理会計の見地では直接原価
　　　計算とし，後者をむしろ特殊原価調査に指向する見解が有力のようで
　　　ある。たとえば，阪本安一教授「直接原価計算と損益計算」，　会田義
　　　雄教授（「直接原価計算の再検討」三田商学研究，第1巻第3号56～
　　　70頁。）の論稿の見解がその典型であるが，本研究ではむしろそれら
　　　の見解にチャレンジして，一元化の計算体系を論及しようとするもの
　　　である。
（注2〉ブルメットは，ダイレクト・コスティングよりは，変動原価計算と
　　　か，差別原価計算とか，限界原価計算という語の方がはるかに適切な
　　　概念といっている。（R．L　Brummet，“Direct　Costing　should　it　be　a　Con－
　　　troversial　issue？”Accounting　Review，1957，July　p．439．）また，NA
　　　CAも，「直接原価計算とは，製造原価を固定費と変動費に分離する方
　　　法である」と定義している。（Direct　Costing，Research　SeriesNo23，
　　　37参照）
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